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れ
、
Ｊ
Ｒ
北
海
道
の
連
結
営
業
収
益
は
対

前
年
１
０
７
％
の
８
０
８
億
円
で
純
利
益

１
１
２
億
円
と
な
り
、
通
期
予
想
で
は
、

経
常
利
益
▲
１
８
２
億
円
で
純
利
益
９
億

円
と
な
っ
て
い
る
。
Ｊ
Ｒ
東
日
本
は
、
連

結
営
業
収
益
は
対
前
年
１
０
４
・
９
％
の

１
兆
４
６
３
０
億
円
で
純
利
益
１
４
７
２
億

円
と
な
り
、
通
期
予
想
で
は
、
経
常
利
益

３
４
１
０
億
円
で
純
利
益
２
３
７
０
億
円
と

な
っ
て
い
る
。
Ｊ
Ｒ
東
海
は
、
連
結
営
業
収

益
は
対
前
年
１
１
２
・
４
％
の
９
８
２
２
億

円
で
純
利
益
は
２
９
８
１
億
円
と
な
り
、

通
期
予
想
で
は
、
経
常
利
益
６
９
１
０
億

円
で
純
利
益
４
５
２
０
億
円
と
な
っ
て
い

る
。
Ｊ
Ｒ
西
日
本
は
、
連
結
営
業
収
益
は
対

前
年
１
０
７
・
４
％
の
８
７
１
８
億
円
で
純

利
益
８
６
７
億
円
と
な
り
、
通
期
予
想
で

は
、
経
常
利
益
１
７
９
０
億
円
で
純
利
益

１
１
８
５
億
円
と
な
っ
て
い
る
。
Ｊ
Ｒ
四
国

は
、
連
結
営
業
収
益
は
対
前
年
１
７
６
・
９
％

の
51
億
円
で
純
利
益
44
億
円
と
な
り
、
通

期
予
想
で
は
、
経
常
利
益
20
億
円
で
純
利

益
14
億
円
と
な
っ
て
い
る
。
Ｊ
Ｒ
九
州
は
、

連
結
営
業
収
益
は
対
前
年
１
３
８
・
７
％
の

４
１
０
億
円
と
な
り
純
利
益
は
２
２
３
億

円
と
な
り
通
期
予
想
で
は
、
経
常
利
益

７
２
３
億
円
で
純
利
益
４
６
０
億
円
と
な
っ

て
い
る
。
Ｊ
Ｒ
貨
物
は
、
連
結
営
業
収
益
は

12
億
円
で
純
利
益
３
億
円
と
な
り
、
通
期
予

想
で
は
経
常
利
益
41
億
円
で
純
利
益
17
億
円

と
な
っ
て
い
る
。

⑸
　
財
務
省
が
9
月
1
日
に
発
表
し
た
法
人

企
業
統
計
の
企
業
動
向
（
金
融
業
、
保
険
業

を
除
く
）
で
は
売
上
高
増
加
率
が
３
・
６
％
、

経
常
利
益
増
加
率
が 

７
・
５
％
と
な
り
、
製

位
置
づ
け
て
い
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
そ
の

言
葉
と
は
裏
腹
に
、
労
働
者
の
賃
金
は
依
然

と
し
て
低
い
レ
ベ
ル
か
ら
改
善
さ
れ
ず
、
全

労
働
者
に
占
め
る
い
わ
ゆ
る
ワ
ー
キ
ン
グ
プ

ア
の
割
合
も
高
い
水
準
で
推
移
し
て
い
る
。

⑵
　
日
本
経
済
は
、
中
小
企
業
を
中
心
に
人

手
不
足
や
物
価
高
の
中
で
の
価
格
転
嫁
な
ど

の
課
題
も
あ
り
、
運
輸
、
建
設
、
サ
ー
ビ
ス

業
な
ど
の
様
々
な
業
種
で
慢
性
的
な
人
手
不

足
の
状
況
が
続
き
、
さ
ら
に
増
加
傾
向
に
あ

る
。

⑶
　

7
月
20
日
に
投
開
票
が
行
わ
れ
た
参
議

院
選
挙
で
は
、
自
民
党
派
閥
の
裏
金
問
題
に

発
す
る
「
政
治
と
カ
ネ
」
の
問
題
な
ど
が
争

点
と
な
り
、
自
民
党
は
議
席
を
減
ら
し
た
。

ま
た
排
外
主
義
や
外
国
人
政
策
な
ど
ポ
ピ
ュ

リ
ズ
ム
政
党
が
支
持
を
広
げ
る
な
ど
の
結
果

と
な
っ
た
。
自
民
党
は
改
選
議
席
で
13
議
席

減
と
な
り
、
非
改
選
議
席
と
合
わ
せ
１
０
１

議
席
と
な
っ
た
。
選
挙
後
、
公
明
党
は
連
立

政
権
か
ら
の
離
脱
を
発
表
し
た
。
そ
の
後
、

自
民
と
維
新
の
連
立
に
よ
り
高
市
政
権
が
発

足
し
た
。

⑷
　
Ｊ
Ｒ
各
社
の
２
０
２
６
年
3
月
期
第

2
四
半
期
決
算
（
中
間
決
算
）
が
公
表
さ

ス
ア
ッ
プ
を
統
一
要
求
と
し
、
そ
の
実
現
を

め
ざ
し
た
。
Ｊ
Ｒ
各
社
の
好
調
な
決
算
の
中

に
お
い
て
、
物
価
高
を
上
回
る
賃
上
げ
が
必

要
な
こ
と
や
、
若
年
層
の
離
職
や
顕
著
な
要

員
不
足
の
改
善
に
労
働
条
件
の
改
善
、
と
り

わ
け
賃
金
の
大
幅
ア
ッ
プ
が
不
可
欠
な
こ
と
、

さ
ら
に
グ
ル
ー
プ
会
社
に
対
し
て
は
委
託
費

の
引
き
上
げ
が
求
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
な
ど

に
つ
い
て
、
国
労
が
訴
え
る
な
か
で
、
Ｊ
Ｒ

各
社
や
グ
ル
ー
プ
会
社
に
お
い
て
ベ
ー
ス

ア
ッ
プ
を
勝
ち
取
る
こ
と
が
で
き
た
。

⑴
　
高
市
首
相
が
掲
げ
る
「
成
長
戦
略
」
で

は
、
岸
田
政
権
か
ら
続
い
た
看
板
政
策
「
新

し
い
資
本
主
義
」
で
掲
げ
た
「
分
配
」
が
消

え
、
危
機
管
理
投
資
な
ど
経
済
保
障
分
野
へ

の
投
資
に
重
き
を
置
く
姿
勢
が
鮮
明
と
な
っ

て
い
る
。
さ
ら
に
最
低
賃
金
に
引
き
上
げ
に

関
す
る
記
述
や
賃
上
げ
の
具
体
的
な
目
標
値

が
消
え
る
な
ど
方
針
転
換
は
明
ら
か
と
な
っ

て
い
る
。
一
方
、
経
団
連
は
賃
上
げ
の
維
持
・

強
化
の
さ
ら
な
る
定
着
を
図
り
、
ベ
ー
ス
ア
ッ

プ
の
実
施
を
賃
金
交
渉
の
ス
タ
ン
ダ
ー
ト
と

　
国
労
は
２
０
２
５
年
7
月
27
日
か
ら
28
日

に
第
94
回
定
期
全
国
大
会
を
開
催
し
、
１
年

間
の
闘
う
方
針
と
２
０
２
６
年
春
闘
方
針
の

骨
格
を
決
定
し
た
。

　
日
本
経
済
は
、
好
調
な
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
需

要
な
ど
回
復
傾
向
に
あ
る
が
、
物
価
高
騰
が

続
く
中
に
お
い
て
実
質
賃
金
は
低
下
し
て
い

る
。
こ
う
し
た
状
況
の
中
で
企
業
の
利
益
剰

余
金
（
内
部
留
保
）
は
12
年
連
続
で
過
去
最

高
を
更
新
し
て
い
る
。

　
高
市
首
相
は
「
強
い
経
済
が
あ
っ
て
こ
そ

国
を
守
れ
る
」
と
し
て
成
長
投
資
・
賃
上
げ
・

減
税
な
ど
に
つ
い
て
進
め
る
と
し
て
い
る

が
、
安
倍
元
首
相
が
進
め
た
「
ア
ベ
ノ
ミ
ク

ス
」
に
近
い
積
極
財
政
と
金
融
緩
和
が
柱
と

な
っ
て
い
る
。
一
方
、
経
済
界
は
、「
中
長
期

的
に
日
本
の
競
争
力
を
強
化
す
る
構
造
改
革

を
」
と
し
て
「
最
低
賃
金
を
全
国
加
重
平
均 

１
５
０
０
円
へ
の
引
き
上
げ
」「
年
収
の
壁
の

撤
廃
」「
多
様
な
人
材
の
活
躍
が
不
可
欠
」
な

ど
と
し
て
い
る
。

　
国
労
は
２
０
２
５
年
春
闘
勝
利
に
向
け
て

1
月
27
日
に
第
１
９
５
回
拡
大
中
央
委
員
会

を
開
催
し
、
基
本
給
（
平
均
）
の
６
・
１
％
相

当
額
、
１
７
０
０
０
円
を
基
本
と
す
る
ベ
ー

２
．
２
０
２
６
年
春
闘

を
め
ぐ
る
情
勢

１
．
は
じ
め
に

2
0
2
6
年
春
闘
の

前
進
を
め
ざ
す
闘
い（
案
）

1 ▼ ▼ ▼



る
こ
と
と
す
る
。

　
第
一
に
全
組
合
員
が
参
加
す
る
職
場
か
ら

の
春
闘
構
築
を
め
ざ
す
。
そ
の
た
め
に
職
場

実
態
点
検
か
ら
要
求
を
確
立
し
、
改
善
行
動

を
展
開
す
る
。
ま
た
職
場
・
分
会
活
動
を
活

性
化
さ
せ
、
日
常
的
な
職
場
運
動
を
、
他
労

組
組
合
員
、
労
組
未
加
入
者
、
グ
ル
ー
プ
・

関
連
労
働
者
と
と
も
に
取
り
組
み
を
強
化
す

る
こ
と
か
ら
組
織
拡
大
を
め
ざ
す
。
そ
の
た

め
に
組
合
員
で
情
報
を
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
共

有
す
る
た
め
に
、
情
報
発
信
ア
プ
リ
の
全
組

合
員
登
録
を
早
期
に
達
成
す
る
。

　
第
二
に
、
厳
し
い
労
働
環
境
に
あ
り
な
が

ら
地
域
で
闘
う
仲
間
と
連
帯
し
、
高
市
政
権

が
進
め
る
憲
法
改
悪
・
大
軍
拡
・
労
働
法
制

改
悪
・
増
税
路
線
に
反
対
す
る
闘
い
と
結
合

し
な
が
ら
、
地
域
春
闘
を
構
築
す
る
。

　
第
三
に
Ｊ
Ｒ
北
海
道
や
四
国
・
貨
物
に
顕

在
化
し
て
い
る
経
営
に
か
か
わ
る
構
造
矛
盾

の
解
決
や
新
幹
線
開
業
に
よ
る
並
行
在
来
線

の
経
営
問
題
、
改
正
地
方
公
共
交
通
活
性
化

再
生
法
な
ど
に
よ
る
鉄
道
政
策
に
つ
い
て
地

域
の
公
共
交
通
を
守
る
取
り
組
み
と
安
全
・

安
定
輸
送
確
立
に
向
け
た
闘
い
を
強
化
す
る
。

　
賃
上
げ
要
求
に
つ
い
て
は
、「
賃
金
・
生

活
実
態
ア
ン
ケ
ー
ト
」
調
査
結
果
や
Ｊ
Ｒ

各
社
及
び
グ
ル
ー
プ
会
社
の
経
営
状
況
や
賃

金
体
系
。
産
別
の
要
求
実
態
を
視
野
に
置
き

な
が
ら
、
組
合
員
の
生
活
向
上
と
労
働
条
件

改
善
の
た
め
に
、
定
期
昇
給
の
完
全
実
施

と
基
本
給
（
平
均
）
の
７
・
０
％
相
当
額
、

２
１
０
０
０
円
を
基
本
と
す
る
ベ
ー
ス
ア
ッ

プ
を
統
一
要
求
と
し
前
者
と
も
有
額
回
答
を

求
め
、
そ
の
実
現
を
め
ざ
す
こ
と
と
す
る
。

⑴
　
闘
い
の
目
標

産
業
内
最
低
賃
金
・
時
給
１
７
０
０
円

以
上
、
月
25
万
５
０
０
０
円
以
上
、
月

３
万
３
０
０
０
円
以
上
・
時
給
２
５
０

円
以
上
の
賃
上
げ
、
最
低
賃
金
・
い
ま

す
ぐ
全
国
一
律
１
７
０
０
円
、
め
ざ

せ
　
２
０
０
０
円
」
を
統
一
要
求
と
す
る

２
０
２
６
年
春
闘
方
針
を
決
定
し
て
い
る
。

③
　
全
労
協
な
ど
で
つ
く
る
「
26
け
ん
り
春

闘
全
国
実
行
委
員
会
」
は
12
月
２
日
に

「
26
け
ん
り
春
闘
結
成
総
会
・
集
会
」
を
開

催
し
、
２
０
２
６
年
春
闘
方
針
を
決
定
し

た
が
、「
誰
も
が
安
心
し
て
働
け
る
職
場
・

暮
ら
せ
る
社
会
の
実
現
を
」
求
め
、「
ど

こ
で
も
誰
で
も
時
給
１
５
０
０
円
以
上
・

月
額
25
万
円
以
上
の
賃
金
保
障
、
月
額

２
万
５
千
円
以
上
の
賃
上
げ
獲
得
」
を
め

ざ
す
と
し
て
い
る
。

　
日
本
経
済
は
、
好
調
な
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
需

要
な
ど
回
復
傾
向
に
あ
る
が
、
企
業
・
産
業

を
問
わ
ず
労
働
力
不
足
に
な
っ
て
い
る
。
特

に
交
通
運
輸
・
サ
ー
ビ
ス
業
に
つ
い
て
は
慢

性
的
な
要
員
不
足
に
陥
っ
て
い
る
が
、
不
規

則
な
勤
務
や
長
時
間
労
働
、
低
賃
金
な
ど
の

労
働
条
件
の
悪
化
な
ど
も
一
因
と
な
っ
て
い

る
。

　
こ
の
よ
う
な
情
勢
の
中
に
あ
っ
て
、
国

労
は
２
０
２
６
年
春
闘
を
闘
う
に
あ
た
り
、

２
０
２
５
年
春
闘
の
総
括
と
教
訓
か
ら
、
引

き
続
き
全
組
合
員
の
繋
が
り
を
強
化
し
な
が

ら
、
全
組
合
員
参
加
の
取
り
組
み
を
追
求
す

力
調
査
（
平
均
）
で
は
正
規
の
職
員
・
従
業

員
は
３
６
５
４
万
人
（
39
万
人
増
）
で
10
年

連
続
の
増
加
、
非
正
規
の
職
員
・
従
業
員
は

２
１
２
６
万
人
（
２
万
人
増
）
と
依
然
と
し

て
高
い
比
率
と
な
っ
て
い
る
。

⑾
　
ナ
シ
ョ
ナ
ル
セ
ン
タ
ー
な
ど
の
動
向

①
　
連
合
は
、
11
月
28
日
に
第
96
回
中
央
委

員
会
を
開
催
し
、
２
０
２
６
春
季
生
活
闘

争
方
針
を
確
定
し
た
。
方
針
で
は
「
日
本

の
実
質
賃
金
を
１
％
上
昇
軌
道
に
乗
せ
、

こ
れ
か
ら
の
〝
賃
上
げ
ノ
ル
ム
〟
と
し
て

い
く
こ
と
を
め
ざ
す
。」
と
し
た
上
で
、「
賃

上
げ
が
あ
た
り
ま
え
の
社
会
の
実
現
に
向

け
、
全
力
で
賃
上
げ
に
取
り
組
み
、
社
会

全
体
へ
の
波
及
を
め
ざ
す
。」
と
強
調
し

た
。
さ
ら
に
、
す
べ
て
の
働
く
人
の
生
活

を
持
続
的
に
向
上
さ
せ
る
マ
ク
ロ
の
観
点

と
各
産
業
の
『
底
上
げ
』『
底
支
え
』『
格

差
是
正
』
の
取
り
組
み
強
化
を
促
す
観
点

か
ら
、
全
体
の
賃
上
げ
の
目
安
は
、
賃
上

げ
分
３
％
以
上
、定
昇
相
当
分
（
賃
金
カ
ー

ブ
維
持
相
当
分
）
を
含
め
５
％
以
上
と

し
、
そ
の
実
現
を
め
ざ
す
こ
と
を
決
定
し

た
。
ま
た
、
賃
金
実
態
が
把
握
で
き
な
い

な
ど
の
事
情
が
あ
る
中
小
労
組
は
、
上
記

目
標
値
に
格
差
是
正
分
１
％
以
上
を
加
え

た
１
８
０
０
０
円
以
上
・
６
％
以
上
を
目

安
と
し
、
雇
用
形
態
間
格
差
是
正
を
は
か

る
た
め
、
７
％
を
目
安
に
少
な
く
と
も
地

域
別
最
低
賃
金
の
引
き
上
げ
率
を
上
回
る

賃
金
引
き
上
げ
の
取
り
組
み
を
強
化
す
る

こ
と
を
確
認
し
て
い
る
。

②
　
全
労
連
や
全
中
立
労
組
な
ど
で
つ
く
る

国
民
春
闘
共
闘
委
員
会
は
、「
企
業
内
・

造
業
、
非
製
造
業
と
も
増
収
増
益
と
な
っ
た
。

そ
の
結
果
、
利
益
剰
余
金
（
内
部
留
保
）
は

６
３
７
兆
円
を
超
え
、
13
年
連
続
で
過
去
最

高
を
更
新
し
た
。

⑹
　
内
閣
府
が
11
月
17
日
に
発
表
し
た

２
０
２
５
年
7
月
～
9
月
期
国
内
総
生
産
（
Ｇ

Ｄ
Ｐ
、
季
節
調
整
済
み
）
速
報
値
は
物
価
変

動
を
除
く
実
質
で
前
期
比
０
・
４
％
減
と
な

り
、
年
率
換
算
で
１
・
８
％
減
と
な
っ
た
。

⑺
　
総
務
省
が
10
月
24
日
に
公
表
し
た

２
０
２
５
年
9
月
分
の
消
費
者
物
価
指
数
（
生

鮮
食
料
品
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
除
く
）
は
対
前

年
同
期
で
３
・
０
％
上
昇
し
た
。

⑻
　
総
務
省
が
2
月
7
日
に
公
表
し
た

２
０
２
４
年
家
計
調
査
に
よ
る
と
、
一

世
帯
（
2
人
以
上
）
あ
た
り
の
支
出
は

３
０
０
２
４
３
円
で
物
価
変
動
の
影
響
を
省

い
た
実
質
で
１
・
１
％
の
減
少
と
な
っ
た
。
ま

た
勤
労
者
世
帯
（
2
人
以
上
）
の
実
収
入
は

前
年
比
で
０
・
７
％
の
増
加
と
な
っ
た
。

⑼
　
厚
生
労
働
省
が
ま
と
め
た
9
月
の
毎
月

勤
労
調
査
（
速
報
、
従
業
員
5
人
以
上
）
に

よ
る
と
、
1
人
あ
た
り
の
賃
金
は
物
価
の
影

響
を
考
慮
し
た
実
質
で
マ
イ
ナ
ス
と
な
っ
て

い
る
。

⑽
　
国
税
庁
の
民
間
給
与
実
態
統
計
調
査
で

は
、
２
０
２
４
年
度
の
年
収
が
２
０
０
万

円
以
下
の
給
与
所
得
者
が
９
６
１
万
人

（
１
８
・
８
％
）
と
な
り
昨
年
よ
り
減
少
し
た

も
の
の
依
然
高
い
割
合
と
な
っ
て
い
る
。
ま

た
総
務
省
が
公
表
し
た
２
０
２
４
年
度
労
働

３
．
２
０
２
６
年
春
闘
に
対
す
る

国
労
の
要
求
に
つ
い
て
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②
　
春
闘
の
闘
い
か
ら
組
織
の
更
な
る
強
化

と
組
織
拡
大
の
展
望
を
図
り
、
全
国
の
運

動
の
共
有
化
を
図
る
た
め
、
春
闘
オ
ル
グ

と
連
携
し
、
情
報
共
有
ア
プ
リ
の
登
録
を

進
め
、
全
組
合
員
で
組
織
強
化
・
拡
大
を

取
り
組
む
。

③
　
職
場
点
検
か
ら
「
職
場
改
善
要
求
」
を

確
立
す
る
と
と
も
に
、
改
善
を
求
め
る
取

り
組
み
を
全
組
員
で
展
開
し
、
職
場
・
分

会
オ
ル
グ
な
ど
の
運
動
を
追
求
す
る
。
ま

た
要
求
支
持
署
名
や
学
習
会
、
宣
伝
行
動

な
ど
創
意
工
夫
し
た
取
り
組
み
を
実
施
す

る
。

④
　

3
月
3
日
（
火
）
に
中
央
総
行
動
を
配

置
し
、
客
貨
・
グ
ル
ー
プ
一
体
と
な
っ
た

取
り
組
み
を
追
求
す
る
と
と
も
に
、
全
国

統
一
行
動
を
行
う
。

⑤
　
交
運
労
協
主
催
の
総
決
起
集
会
や
地
域

春
闘
集
会
に
参
加
し
、
中
央
・
地
方
か
ら

春
闘
の
構
築
を
め
ざ
す
。

⑥
　
闘
い
の
目
標
・
統
一
重
点
目
標
実
現
に

向
け
、
ス
ト
ラ
イ
キ
態
勢
を
背
景
と
し
た

取
り
組
み
を
展
開
す
る
。
具
体
的
な
運
動

の
指
導
調
整
と
戦
術
判
断
は
中
央
戦
術
委

員
会
に
諮
問
し
、
中
央
執
行
委
員
会
で
決

定
す
る
。

⑦
　
憲
法
改
悪
反
対
、
消
費
税
見
直
し
、
年

金
改
悪
反
対
、
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
社
会

と
保
障
制
度
の
確
立
、
安
保
法
制
・
共
謀

罪
の
廃
止
、
軍
備
拡
大
反
対
、
防
衛
費
の

増
額
反
対
、「
戦
争
を
す
る
国
づ
く
り
」
反

対
、
差
別
・
排
外
主
義
政
策
反
対
の
闘
い

に
仲
間
と
共
に
全
力
を
あ
げ
る
。

以
　
上

２
１
０
０
０
円
の
基
本
と
す
る
ベ
ー
ス

ア
ッ
プ
を
求
め
る
。

③
　
再
雇
用
者
（
60
歳
以
上
）
の
賃
金
底
上

げ
を
め
ざ
す
制
度
改
正
を
求
め
る
。

④
　

50
歳
以
上
の
在
職
条
件
と
60
歳
以
上
の

労
働
条
件
の
見
直
し
。
65
歳
定
年
制
の
実

現
⑤
　
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
各
社
に
お
け
る
定
期
昇

給
制
度
の
確
立
と
拡
充

⑥
　
グ
ル
ー
プ
会
社
に
お
け
る
要
求
は
、
Ｊ

Ｒ
本
体
の
要
求
を
基
本
と
し
、
時
給
制
度

社
員
は 

１
５
０
０
円
を
目
標
に
実
施
を
求

め
る
。

⑦
　
初
任
給
の
改
善
、
第
2
基
本
給
廃
止
。

成
果
主
義
賃
金
制
度
反
対
・
公
正
な
人
事
・

賃
金
制
度
の
確
立

⑧
　
人
減
ら
し
「
合
理
化
」
反
対
。
安
全
・

安
定
輸
送
の
確
立
。
業
務
委
託
・
外
注
化

施
策
の
見
直
し
。
偽
装
請
負
摘
発
、
出
向

制
度
の
改
善
、
要
員
不
足
の
解
消

⑨
　
サ
ー
ビ
ス
（
違
法
）
残
業
根
絶
。
年
間

総
労
働
時
間
１
８
０
０ 
時
間
実
現
。
時
間

外
割
増
率
50
％
・
休
日
割
増
率
１
０
０
％

の
実
現

⑩
　
全
て
の
労
働
者
の
正
社
員
化
。
グ
ル
ー

プ
会
社
の
賃
金
・
労
働
条
件
改
善

⑶
　
具
体
的
な
闘
い
の
展
開

①
　
２
０
２
６
年
賃
金
引
上
げ
要
求
は
、
2 

月
16
日
（
月
）
に
労
働
条
件
改
善
要
求
と

共
に
、
Ｊ
Ｒ
各
社
に
一
斉
に
申
し
入
れ
る
。

回
答
指
定
日
は
3
月
18
日
を
基
本
と
し
第

一
次
回
答
ゾ
ー
ン
（
3
月
16
～
19
日
）
及

び
第
二
次
回
答
ゾ
ー
ン
（
3
月
23
～
31
日
）

と
す
る
。
さ
ら
に
グ
ル
ー
プ
会
社
は
3
月

月
内
決
着
を
め
ざ
す
。

①
　
生
活
改
善
の
た
め
の
賃
金
底
上
げ
を
前

提
に
非
正
規
社
員
を
含
む
す
べ
て
の
労
働

者
の
賃
金
引
上
げ

②
　
Ｊ
Ｒ
各
社
と
グ
ル
ー
プ
・
関
連
会
社
に

お
け
る
国
労
組
織
の
拡
大
と
強
化

③
　
企
業
内
・
産
別
最
低
賃
金
、
全
国
一
律

最
低
賃
金
制
度
の
確
立

④
　
退
職
ま
で
安
心
し
て
働
き
続
け
ら
れ
る

雇
用
制
度
の
確
立
と
労
働
条
件
の
確
立

⑤ 

地
方
交
通
線
・
並
行
在
来
線
の
切
り
捨
て

反
対
・
政
府
の
抜
本
的
ス
キ
ー
ム
見
直
し

⑥
　
Ｊ
Ｒ
北
海
道
・
四
国
及
び
貨
物
の
「
構

造
矛
盾
」
を
解
消
し
、
安
全
・
安
定
輸
送

と
経
営
基
盤
の
確
立

⑦
　
自
然
災
害
か
ら
の
復
興
、
被
災
地
へ
の

支
援
策
強
化

⑧
　
原
発
再
稼
働
反
対
、
原
発
依
存
エ
ネ
ル

ギ
ー
政
策
の
転
換

⑨
　
放
射
能
汚
染
対
策
強
化
。
被
災
地
鉄
道

路
線
に
従
事
す
る
す
べ
て
の
労
働
者
の
安

全
確
保
と
健
康
不
安
解
消

⑩
　
労
働
基
準
法
改
悪
反
対
、
働
き
方
改
革

関
連
法
の
改
定
、
解
雇
の
自
由
化
反
対
、

労
働
者
保
護
法
制
定

⑪
　
憲
法
改
悪
反
対
、
消
費
税
見
直
し
、
年

金
改
悪
反
対
、
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
社
会

保
障
制
度
の
確
立
、
安
保
法
制
・
共
謀
罪

の
廃
止
、
軍
備
拡
大
反
対
、
防
衛
費
の
増

額
反
対
、「
戦
争
を
す
る
国
づ
く
り
」
反
対
、

差
別
・
排
外
主
義
政
策
反
対

⑵
　
統
一
重
点
要
求

①
　
Ｊ
Ｒ
各
社
及
び
グ
ル
ー
プ
会
社
に
お
け

る
定
期
昇
給
の
完
全
実
施

②
　
２
０
２
６
年
4
月
1
日
時
点
に
お
け
る

基
本
給
（
平
均
）
の
７
・
０
％
相
当
額
、
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の
責
任
に
お
い
て
行
い
ま
し
た
。

⑤
　「
要
求
額
」
に
つ
い
て
は
、
現
職
・
再

雇
用
・
関
連
会
社
に
働
く
、
回
答
者
す
べ

て
の
平
均
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

⑸
　
そ
の
他

　
各
会
社
と
も
限
ら
れ
た
サ
ン
プ
ル
数
で
あ
る

こ
と
か
ら
「
参
考
値
」
と
さ
れ
た
い
。

１
、
職
務
・
雇
用
形
態

　
組
合
員
の
高
齢
化
に
伴
い
、
60
歳
退
職
再
雇

用
に
関
す
る
回
答
が
増
加
し
て
い
ま
す
が
、
再

雇
用
に
伴
い
本
人
の
意
思
に
反
し
て
、
職
場
や

業
務
内
容
変
わ
る
こ
と
も
数
多
く
あ
る
事
例
が

散
見
さ
れ
ま
す
。
し
か
し
、
今
後
雇
用
状
況
も

大
き
く
変
わ
る
中
で
、
本
人
希
望
に
基
づ
く
職

場
に
配
置
さ
せ
る
こ
と
も
重
要
と
な
っ
て
い
ま

す
。

２
、
年
令
構
成
と
勤
続
年
数

⑴
　
平
均
年
令
５
９
・
５
歳
（
昨
年
５
８
・
８

歳
）、
勤
続
年
数
３
９
・
９
年
（
昨
年
３
９
・
４

年
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
Ｊ
Ｒ
各
社
の

平
均
年
令
は
バ
ラ
ツ
キ
が
あ
る
も
の
の
、
貨
物

会
社
の
５
０
．１
％
か
ら
四
国
で
は
６
２
．１
％

と
高
く
な
っ
て
い
ま
す
が
、
Ｊ
Ｒ
世
代
や
他
労

組
・
未
加
入
者
に
働
き
か
け
を
行
い
、
協
力
し

て
頂
い
て
い
る
こ
と
が
結
果
と
し
て
表
れ
て
い

ま
す
。

⑵
　
勤
続
年
数
は
、
現
職
で
は
平
均
24
年
、
再

雇
用
者
で
は
４
４
・
４
年
と
な
っ
て
お
り
、
全

体
で
は
３
９
・
９
年
と
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。

調
査
方
法

⑴
　
調
査
期
間

　
２
０
２
５
年
９
月
12
日
～
10
月
31
日

⑵
　
対
象
者

　
全
組
合
員
（
た
だ
し
、
病
気
休
職
者
・
退
職

前
提
休
職
者
及
び
契
約
・
臨
時
雇
用
組
合
員
を

除
く
）
と
他
労
組
組
合
員
と
組
合
未
加
入
者

⑶
　
最
終
集
約
日 

２
０
２
５
年
11
月
26
日

⑷
　
集
計
方
法

①
　
個
々
の
集
計
は
「G

oogle

フ
ォ
ー
ム
」

を
活
用
し
て
い
る
た
め
、
自
動
集
計
（
一

部
集
計
作
業
が
発
生
す
る
）と
な
り
ま
す
。

②
　
ア
ン
ケ
ー
ト
に
参
加
さ
れ
て
い
る
方
の

氏
名
・
ア
ド
レ
ス
等
に
つ
い
て
は
、
国
労

本
部
で
把
握
で
き
な
い
よ
う
に
設
定
し
て

い
ま
す
。
今
後
、「
Ｔ
Ｕ
Ｎ
Ａ
Ｇ
」
に
お

い
て
も
配
信
し
ま
す
。

③
　
集
計
に
あ
た
り
、
各
設
問
の
有
効
回
答

数
を
総
数
と
し
、
合
計
値
は
加
重
平
均
と

し
ま
し
た
。

④
　
各
設
問
に
お
い
て
「
誤
解
答
」
と
判
別

さ
れ
た
部
分
の
修
正
・
削
除
等
は
集
計
者

交
渉
に
生
か
せ
る
取
り
組
み
に
す
る
な
ど

に
つ
い
て
も
検
討
し
、
来
年
度
に
向
け
て

集
約
数
を
高
め
て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま

せ
ん
。

　
こ
れ
ま
で
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
に
対
し
、

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
項
目
の
質
問
の
簡
素
化

に
よ
り
「
他
労
組
・ 

未
加
入
者
に
働
き
か

け
や
す
い
」
な
ど
の
意
見
が
あ
る
一
方
で
、

「
基
本
給
な
ど
の
記
載
が
な
く
実
態
が
掴
み

づ
ら
い
」
な
ど
の
意
見
が
あ
る
の
も
事
実

で
す
が
、
組
合
員
が
減
少
す
る
中
で
も
各

エ
リ
ア
・
地
方
・
組
合
員
の
奮
闘
に
よ
り

協
力
を
頂
い
て
い
る
事
実
も
あ
り
ま
す
。

　
今
後
も
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
継
続
し
て

行
う
た
め
、
各
級
機
関
・
組
合
員
の
ご
意

見
を
参
考
に
さ
せ
て
い
た
だ
き
、
検
討
を

行
い
な
が
ら
協
力
し
や
す
い
ア
ン
ケ
ー
ト

調
査
に
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　
以
下
、
項
目
ご
と
に
報
告
し
、
各
エ
リ
ア
・

地
方
で
の
活
用
を
お
願
い
し
ま
す
。

　
国
労
本
部
は
、
春
闘
に
お
け
る
賃
金
引

き
上
げ
要
求
根
拠
と
な
る
組
合
員
の
切
実

な
要
求
と
生
活
実
態
を
把
握
す
る
た
め
、

毎
年
「
賃
金
・
生
活
実
態
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
」

を
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。

　
２
０
２
５
年
度
に
つ
い
て
も
「
賃
金
・

生
活
実
態
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
」（
２
０
２
５

年
９
月
12
日
～
２
０
２
５
年
10
月
31
日
）

を
実
施
し
、
8
３
５
名
の
方
に
ご
協
力
を

頂
き
ま
し
た
。

　
改
め
て
、
紙
面
を
借
り
て
心
か
ら
感
謝

申
し
上
げ
ま
す
。

　
し
か
し
、
組
織
の
減
少
に
よ
り
ア
ン
ケ
ー

ト
に
ご
協
力
い
た
だ
い
て
い
る
組
合
員
は

減
少
し
て
い
る
中
で
、
本
部
と
し
て
全
体

の
集
約
数
が
年
を
追
う
ご
と
に
下
回
っ
て

い
る
こ
と
に
対
し
て
率
直
に
反
省
し
て
い

ま
す
。

　
ア
ン
ケ
ー
ト
の
調
査
の
意
義
や
目
的
に

つ
い
て
は
、
各
級
機
関
と
意
思
統
一
を
図

り
、
ア
ン
ケ
ー
ト
を
活
用
し
な
が
ら
取
り

組
み
の
強
化
を
図
る
な
ど
、
生
活
実
態
に

基
づ
く
課
題
の
解
決
に
向
け
た
取
り
組
み

を
継
続
し
、
ど
う
強
化
す
る
の
か
、
ど
う

賃
金
・
生
活
実
態

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
結
果

2025 年度
中間報告

調
査
結
果

調
査
方
法

5 ▼ ▼ ▼



１位 ２位 ３位 ４位 ５位 ６位 ７位 ８位 ９位

赤字の補てん
預・貯金
から

その他
金融機関
から借入

親・知人
から借入

回答者数 609 118 21 19

比率 79.40% 15.38% 2.73% 2.47%

「節約」の内容 外食 旅行 衣類 小遣い 趣味 交際費
耐久消費
財購入

主食 副食

回答者数 491 489 441 313 295 288 250 222 209

比率 15.04% 14.98% 13.51% 9.59% 9.03% 8.82% 7.66% 6.79% 6.40%

「夏季手当」使途
生活の補

てん
預・貯金

住宅ロ－
ン・月賦・
借金返済

旅行・レ
ジャ－

小遣い(家
族含む)

耐久消費
財購入

衣類購入
医療費(出
産含む)

住宅修繕
(家屋修繕

含む)

回答者数 594 417 147 134 112 109 99 45 40

比率 33.52% 23.53% 8.30% 7.56% 6.32% 6.15% 5.59% 2.54% 2.26%

生活の改善課題
税金・社
会保険料
の軽減

年金問題
労働条件
改善

医療問題
住宅に関
する問題

食生活の
問題

趣味・レ
ジャ－

借金・住
宅ロ－ン
の返済

小遣い・
交際費等
の問題

回答者数 420 389 368 208 189 175 163 157 136

比率 16.75% 15.52% 14.68% 8.30% 7.54% 6.98% 6.50% 6.26% 5.42%

要求額の根拠と
なる事柄

生活向上
資金(物価

含む)

病気・老
後の備
え・介護

赤字のほ
てん

賃金評価
部分(世間
相場含む)

住宅に関
する問題

配偶者の
収入関係

教育資金 その他

回答者数 710 467 446 151 148 37 33 32

比率 35.08% 23.07% 22.04% 7.46% 7.31% 1.83% 1.63% 1.58%

生活の満足度
どちらとも
いえない

やや不満
足

不満足 やや満足 満足

回答者数 266 262 129 125 16

比率 33.33% 32.83% 16.17% 15.66% 2.01%

2025年度「項目別　回答者数と比率」

い
る
中
で
、
昨
年
と
比
べ
る
と
要
求
根
拠
は
、

生
活
向
上
や
病
気
・
老
後
に
対
す
る
改
善
を
求

め
る
結
果
が
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。

⑵
　「
要
求
額
」
に
つ
い
て
は
、
現
職
が

３
５
０
７
７
円
、再
雇
用
者
が
３
５
３
０
２
円
、

２
０
２
６
年
度
要
求
額
は
３
５
２
６
８
円
（
昨

年
３
６
１
５
１
円
）
と
な
り
ま
し
た
。
会
社
別

の
要
求
額
に
つ
い
て
は
、【
表
３
】
を
参
照
し

て
く
だ
さ
い
。

⑶
　
ま
た
、
59
歳
以
下
の
Ｊ
Ｒ
社
員
・
グ
ル
ー

プ
会
社
社
員
・
60
歳
以
降
の
再
雇
用
者
と
の
賃

金
格
差
が
拡
大
す
る
中
、
基
本
給
を
含
め
た
賃

金
改
善
や
福
利
厚
生
・
再
雇
用
先
の
労
働
条
件

改
善
な
ど
「
意
見
・
要
望
」
に
多
く
出
さ
れ
て

い
ま
す
。
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
結
果
は
、
物
価
高

騰
が
追
い
打
ち
を
か
け
生
活
改
善
が
行
わ
れ
な

い
中
で
、
労
働
力
に
欠
か
せ
な
い
再
生
産
費
に

賃
金
が
追
い
付
い
て
い
な
い
こ
と
が
明
ら
か
に

な
っ
て
い
ま
す
。私
た
ち
鉄
道
労
働
者
は
、日
々

公
共
交
通
の
「
安
全
・
安
定
輸
送
」
を
担
っ
て

お
り
、
大
幅
賃
上
げ
と
共
に
グ
ル
ー
プ
会
社
を

含
め
た
労
働
条
件
改
善
の
取
り
組
み
の
闘
い
を

本
格
的
に
進
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

５
４
％
、
第
６
位
は
「
食
生
活
の
問
題
、
６
・

９
８
％
」、
第
７
位
は
「
趣
味
・
レ
ジ
ャ
ー
、

６
・
５
０
％
」、
第
８
位
は
「
借
金
・
住
宅
ロ
ー

ン
の
返
済
、
６
・
２
６
％
」
な
ど
年
令
構
成
を

反
映
し
、
60
歳
以
降
の
働
き
方
と
生
活
改
善
を

求
め
る
こ
と
が
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。
特
に
、

医
療
費
や
年
金
、
社
会
保
障
制
度
の
削
減
に
よ

り
改
善
を
求
め
る
結
果
と
な
っ
て
表
れ
て
い
ま

す
。

６
、
生
活
程
度

　
満
足
度
で
は
、「
ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い
、

３
３
・
３
３
％
（
昨
年
３
３
・
９
％
）」
が
最

も
多
く
、「
満
足
と
や
や
満
足
の
合
計
で
は

１
７
・
６
７
％（
昨
年
１
５
・
５
％
）」の
一
方
で
、

「
や
や
不
満
足
・
不
満
足
で
は
４
９
・
０
１
％（
昨

年
５
０
・
６
％
）」
と
約
半
数
の
結
果
と
な
っ
て

い
ま
す
。

７
、
要
求
額
の
根
拠
・
２
０
２
６
　
春
闘
要
求

額⑴
　「
要
求
額
の
根
拠
」
に
つ
い
て
は
、
該

当
項
目
ご
と
に
設
問
し
て
い
ま
す
が
、
第
１

位
「
生
活
向
上
資
金
３
５
・
０
８
％
（
昨
年

３
２
・
８
％
）」、
第
２
位
「
病
気
・
老
後
の

備
え
２
３
・
０
７
％
（
同
２
５
・
８
％
）」、
第

３
位
「
赤
字
の
補
て
ん
２
２
・
０
４
％
（
同

２
２
・
０
％
）」
と
な
っ
て
い
ま
す
。
コ
ロ
ナ
禍

を
経
て
、
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
需
要
の
取
り
込
み
に

よ
り
Ｊ
Ｒ
各
社
の
業
績
は
回
復
傾
向
（
一
部
除

く
）
に
あ
る
中
で
、
昨
年
の
春
闘
で
は
ベ
ア
を

含
め
た
賃
上
げ
が
行
わ
れ
ま
し
た
。
し
か
し
、

物
価
高
騰
に
よ
る
生
活
苦
に
拍
車
が
か
か
っ
て

３
、
赤
字
と
そ
の
補
て
ん

⑴
　
赤
字
は
、
７
０
・
２
％
・
５
６
７
名
、（
昨

年
７
０
・
４
％
・
１
０
１
４
名
）
が
月
平
均

３
５
９
４
２
円
（
同
３
８
６
８
０
円
）
の
赤
字

が
あ
る
と
し
て
い
ま
す
。

⑵
　「
赤
字
の
補
て
ん
」
の
第
１
位
は
、

預
・
貯
金
の
引
き
出
し
７
９
・
４
％
（
昨

年
５
０
・
８
％
）、
第
２
位
は
、
そ
の
他

１
５
・
３
８
％
、
第
３
位
が
金
融
機
関
か
ら
の

借
り
入
れ
２
・
７
３
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

４
、
会
社
別
平
均
値

　
調
査
対
象
を
全
組
合
員
と
し
て
取
り
組
み
、

Ｊ
Ｒ
労
働
者
と
関
連
労
働
者
の
生
活
実
態
を
示

す
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
と
し
て
組
合
員
の
減
少
の

中
で
も
、
最
低
限
の
集
約
数
と
い
え
ま
す
。
例

年
同
様
ア
ン
ケ
ー
ト
の
記
載
漏
れ
な
ど
に
よ
る

修
正
作
業
を
行
い
、「
本
資
料
」
が
中
間
報
告

（
10
月
31
日
集
計
分
ま
で
）
と
な
っ
て
い
る
点

は
留
意
し
て
頂
く
よ
う
お
願
い
し
ま
す
。

５
、
生
活
上
の
節
約
・
改
善
項
目

⑴
　
物
価
高
騰
に
よ
り
生
活
苦
に
拍
車
が
か

か
っ
て
い
る
中
で
、
実
質
賃
金
が
上
が
ら
な
い

中
で
、
倹
約
・
節
約
に
つ
い
て
の
調
査
で
は
、

第
１
位
が
外
食
、
第
２
位
が
旅
行
・
レ
ジ
ャ
ー
、

第
３
位
が
衣
類
と
な
っ
て
い
ま
す
。

⑵
　
改
善
項
目
の
第
１
位
は
「
税
金
・
社
会
保

険
料
の
軽
減
、
１
６
・
７
５
％
」、
第
２
位
は

「
年
金
問
題
、
１
５
・
５
２
％
」、
第
３
位
は
「
賃

金
・
休
暇
・
労
働
時
間
な
ど
の
労
働
条
件
改
善
、

１
４
・
６
８
％
」、
第
４
位
は
「
医
療
問
題
、
８
・

３
％
」、第
５
位
は
「
住
宅
に
関
す
る
問
題
、７
・

▼ ▼ ▼  6



１位 ２位 ３位 ４位 ５位 ６位 ７位 ８位 ９位

赤字の補てん
預・貯金
から

その他
金融機関
から借入

親・知人
から借入

回答者数 609 118 21 19

比率 79.40% 15.38% 2.73% 2.47%

「節約」の内容 外食 旅行 衣類 小遣い 趣味 交際費
耐久消費
財購入

主食 副食

回答者数 491 489 441 313 295 288 250 222 209

比率 15.04% 14.98% 13.51% 9.59% 9.03% 8.82% 7.66% 6.79% 6.40%

「夏季手当」使途
生活の補

てん
預・貯金

住宅ロ－
ン・月賦・
借金返済

旅行・レ
ジャ－

小遣い(家
族含む)

耐久消費
財購入

衣類購入
医療費(出
産含む)

住宅修繕
(家屋修繕

含む)

回答者数 594 417 147 134 112 109 99 45 40

比率 33.52% 23.53% 8.30% 7.56% 6.32% 6.15% 5.59% 2.54% 2.26%

生活の改善課題
税金・社
会保険料
の軽減

年金問題
労働条件

改善
医療問題

住宅に関
する問題

食生活の
問題

趣味・レ
ジャ－

借金・住
宅ロ－ン
の返済

小遣い・
交際費等
の問題

回答者数 420 389 368 208 189 175 163 157 136

比率 16.75% 15.52% 14.68% 8.30% 7.54% 6.98% 6.50% 6.26% 5.42%

要求額の根拠と
なる事柄

生活向上
資金(物価

含む)

病気・老
後の備
え・介護

赤字のほ
てん

賃金評価
部分(世間
相場含む)

住宅に関
する問題

配偶者の
収入関係

教育資金 その他

回答者数 710 467 446 151 148 37 33 32

比率 35.08% 23.07% 22.04% 7.46% 7.31% 1.83% 1.63% 1.58%

生活の満足度
どちらとも
いえない

やや不満
足

不満足 やや満足 満足

回答者数 266 262 129 125 16

比率 33.33% 32.83% 16.17% 15.66% 2.01%

2025年度「項目別　回答者数と比率」

7 ▼ ▼ ▼



【表1】

職務 現職 現職出向 その他

(807名) 171名 38名 36名

【表2】

【表3】

744名 平均年齢 勤続年数 赤字有 赤字無 赤字額

北海道 63.4 44.3 15 8 30,263円

東日本 60.3 41 91 31 44,509円

東海 59.7 41.1 25 7 39,259円

西日本 60.3 41.3 144 77 29,085円

四国 62.1 43.7 10 3 34,364円

九州 59.8 40.6 57 20 37,333円

貨物 50.1 30.6 62 27 31,075円

JRG・関連 61.1 40.2 140 20 37,937円

全体 59.5歳 39.9年 544 193 35,942円

45.1歳

24年

127名(59.3%)

72名(33.6%)

平均年齢

平均勤続年数

毎月赤字がある

毎月赤字が無い

63.5歳

44.4年

440(72.5%)

170名(28%)

36,905円

59.5歳

39.9年

567名(70.2%)

36,680円

31,071円

242名(29%)

再雇用出向

166名

2025年度「賃金・生活実態アンケ－ト調査」中間集約　　回答者総数(835名)

※グラフの数字との整合性については「Web」と「紙媒体」との合算、及び「未記入」等も含まれるため異
なります。

全　　体再雇用者

再雇用(同一職種)

396名

項目 現　　職

 ※バス会社はJRグル－プ・関連会社に含めました。

35,942円

35,268円

2026春闘要求額

30,652円

35,606円

39,531円

35,268円

34,013円

32,632円

35,216円

31,507円

35,077円 35,302円

平均赤字額

2026春闘要求額

36

166

396

38

171

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

その他(36名/4.46%)

再雇用出向(166名/20.57%)

再雇用(同一職種）(396名/49.07%)

現職出向(38名/4.70%)

現職(171名/21.19%)

問4 あなたの職務について教えてください。(回答/807)
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JR東日本

JR西日本

242

567

問7 毎月の生活の中で「赤字」がありますか。(回答/809)

赤字が無い(242名/29.90%) 赤字がある(567名/70.08%)

19

21

118

609

0 100 200 300 400 500 600 700

4.親・知人からの借入(19

名/2.47%)

3.金融機関からの借入(21

名/2.73%)

2.その他(118名/15.38%)

1.預・貯金から(609名
/79.40%)

問9 赤字の補てんはどのようにしていますか。(回答/767)

JR北海道, 3%

JR東日本, 18%

JR東海, 4%

JR西日本, 29%

JR四国, 3%JR九州, 9%

JR貨物, 12%

JRグル－プ・関連会社, 
22%

その他, 1%

問5 あなたが所属する会社名を教えてください。(回答/833)

JR北海道
JR東日本
JR東海
JR西日本
JR四国
JR九州
JR貨物
JRグル－プ・関連会社
その他
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30

17

45

112

40

147

134

28

109

99

594

417

0 100 200 300 400 500 600 700

7.住宅ロ－ン・月賦・借金返済(147名/8.3%)

8.住宅修繕(家屋修繕含む)(40名/2.26%)

9.小遣い(家族含む)(112名/6.32%)
10.医療費(出産含む)(45名/2.54%)

11.教育費(17名/0.96%)

12.その他(30名/1.69%)

6.旅行・レジャ－(134名/7.56%)

5.贈答品購入(28名/1.58%)

4.耐久消費財購入(109名/6.15%)

3.衣類購入(99名/5.59%)

2.生活の補てん(594名/33.52%)

1.預・貯金(417名/23.53%)

問11 夏季手当や手当に準ずる手当を何に使いましたか。(回答/1772)

26
93

32
41

16
389

12
368

19
208

420
163

136
157

20
43

189
175

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

18.その他(26名/1.03%)
17.定年延長問題(93名/3.71%)

16.昇進試験の改善(32名/1.28%)
15.遠距離通勤問題(41名/1.64%)
14.別居・二重生活(16名/0.64%)

13.年金問題(389名/15.52%)
12.寮の食事・住居の改善(12名/0.48%)
11.賃金・労働条件改善(368名/14.68%)

10.子供を含む家族や自分の結婚問題(19名/0.76%)
9.医療問題(208名/8.3%)

8.税金・社会保険料の軽減(420名/16.75%)
7.趣味・レジャ－(163名/6.5%)

6.小遣い・交際費等の問題(136名/5.42%)
5.借金・住宅ロ－ンの返済(157名/6.26%)

4.子弟の教育問題(20名/0.8%)
3.衣服類に関する問題(43名/1.71)

2.住宅に関する問題(189名/7.54%)
1.食生活の問題(175名/6.98%)

問12 あなたの生活の中で今一番改善したいものは何ですか。(回答/2507)

60

489

250

295

288

313

441

491

207

209

222

0 100 200 300 400 500 600

11.その他(60名/1.84%)

10.旅行・レジャ－(489名/14.98%)

9.耐久消費財購入(250名/7.66%)

8.趣味・教養(295名/9.03%)

7.交際費(288名/8.82%)

6.小遣い(313名/9.59%)

5.衣類(441名/13.51%)

4.外食(491名/15.04%)

3.趣向品(酒・たばこ)(207名/6.34%)

2.副食(209名/6.4%)

1.主食(222名/6.79%)

問10 毎月の家計のやりくりの中で、どのような支出を節約していますか。(回答/3265)
▼ ▼ ▼  10



129

262

266

125

16

0 50 100 150 200 250 300

5.不満足(129名/16.17%)

4.やや不満足(262名/32.83%)

3.どちらともいえない(266名/33.33%)

2.やや満足(125名/15.66%)

1.満足(16名/2.01%)

問13 あなたの生活程度について、どのように感じていますか。(回答/798)
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8.その他(32名/1.58%)

7.配偶者等の収入関係(37名/1.83%)

6.賃金評価部分(世間相場含む)(151名/7.46%)

5.住宅に関する問題(148名/7.31%)

4.教育資金(33名/1.63%)

3.病気・老後の備え・介護(467名/23.07%)

2.赤字の補てん(446名/22.04%)

1.生活向上資金(物価上昇分含む)(710名/35.08%)

問15 あなたの要求額の根拠となる事柄を選んでください。(回答/2024)

11 ▼ ▼ ▼



国鉄労働組合

2026春闘特集2026春闘特集

2026年春闘の前進をめざす闘い（案）

2025年度賃金と生活実態アンケート調査結果

春闘特集１

春闘特集２

発行日　2026 年 1月 27 日
発行者　国鉄労働組合


